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(57)【要約】
　本発明は、ホイール（３）を収容するためのホイール
キャリヤ（２）と、ホイールキャリヤ（２）をそのため
に設けられた構造部と関節式に結合するためのホイール
ガイドリンク（４）と、ホイール（３）を操舵するため
の操舵手段（２３）とを有し、ホイールキャリヤ（２）
及びホイールガイドリンク（４）は、ホイール（３）の
操舵のために、ホイールキャリヤ（２）がホイールガイ
ドリンク（４）に対して操舵軸を中心として旋回可能で
あるように関節式に互いに結合されている、自動車用の
ホイールサスペンションに関する。本発明によれば、ホ
イールキャリヤ（２）は、第１の結合領域（２０）でイ
ンテグラルリンク（５）を介して間接的にホイールガイ
ドリンク（４）と結合されている。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ホイール（３）を収容するためのホイールキャリヤ（２）と、ホイールキャリヤ（２）
をそのために設けられた構造部と関節式に結合するためのホイールガイドリンク（４）と
、ホイール（３）を操舵するための操舵手段（２３）とを有し、ホイールキャリヤ（２）
及びホイールガイドリンク（４）は、ホイール（３）の操舵のために、ホイールキャリヤ
（２）がホイールガイドリンク（４）に対して操舵軸を中心として旋回可能であるように
関節式に互いに結合されている、自動車用のホイールサスペンションにおいて、
　ホイールキャリヤ（２）が、第１の結合領域（２０）でインテグラルリンク（５）を介
して間接的にホイールガイドリンク（４）と結合されていること、を特徴とするホイール
サスペンション。
【請求項２】
　ホイールキャリヤ（２）が、第２の結合領域（２１）で、直接的に特にボールジョイン
トを介してホイールガイドリンク（４）と結合されていること、を特徴とする請求項１に
記載のホイールサスペンション。
【請求項３】
　両結合領域（２０；２１）が、互いに特に車両長手方向に間隔を置いていること、を特
徴とする請求項１又は２に記載のホイールサスペンション。
【請求項４】
　両結合領域（２０；２１）の一方、特に第１の結合領域（２０）が、ホイール中心の後
に形成され、他方が、ホイール中心の前に形成されていること、を特徴とする請求項１～
３のいずれか１項に記載のホイールサスペンション。
【請求項５】
　インテグラルリンク（５）が、ホイール（３）の不操舵状態で実質的に車両高さ方向に
整向されていること、を特徴とする請求項１～４のいずれか１項に記載のホイールサスペ
ンション。
【請求項６】
　インテグラルリンク（５）が、特にその両端の一方の端部の領域でホイールキャリヤ（
２）と、また特にその他方の端部の領域でホイールガイドリンク（４）と、それぞれピボ
ットジョイントを介して結合され、好ましくは、両ピボットジョイントの回転軸が、互い
に平行に及び／又は実質的に車両長手方向に整向されていること、を特徴とする請求項１
～５のいずれか１項に記載のホイールサスペンション。
【請求項７】
　ホイールガイドリンク（４）が、実質的に車両横方向に延在する、特に車両長手方向で
ホイール中心の後に位置するラテラルリンク領域（１４）及び／又は実質的に車両長手方
向に延在するトレーリングリンク領域（１５）を備えること、を特徴とする請求項１～６
のいずれか１項に記載のホイールサスペンション。
【請求項８】
　第１の結合領域（２０）が、ラテラルリンク領域（１４）のホイールキャリヤ側の端部
の領域に形成されている、及び／又は、第２の結合領域（２１）が、トレーリングリンク
領域（１５）の領域に形成されていること、を特徴とする請求項１～７のいずれか１項に
記載のホイールサスペンション。
【請求項９】
　ホイールサスペンション（１）が、ホイールガイドラテラルリンク（２４）又は、２点
支承部（１２，１３）を有するホイールガイド横方向板バネ（６）を備え、ホイールガイ
ド横方向板バネが、その端部の領域で、それぞれ対応付けられたホイールキャリヤ（２）
と関節式に結合されていること、を特徴とする請求項１～８のいずれか１項に記載のホイ
ールサスペンション。
【請求項１０】
　車両高さ方向で下のリンク面内に、ホイールガイドリンク（４）が配置され、これに対
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して上のリンク面内に、ラテラルリンク（２４）又は横方向板バネ（６）が配置されてい
ること、を特徴とする請求項１～９のいずれか１項に記載のホイールサスペンション。
【請求項１１】
　ラテラルリンク（２４）又は横方向板バネ（６）及びホイールガイドリンク（４）のラ
テラルリンク領域（１４）が、ホイール中心の後に及び／又は実質的に車両高さ方向に重
なり合うように配置されていること、を特徴とする請求項１～１０のいずれか１項に記載
のホイールサスペンション。
【請求項１２】
　操舵手段（２３）が、ホイールストロークを介する受動的操舵のためにトーリンクとし
て形成されているか、サーボモータを介する能動的操舵のためにタイロッドとして形成さ
れていること、を特徴とする請求項１～１１のいずれか１項に記載のホイールサスペンシ
ョン。
【請求項１３】
　操舵手段（２３）が、特に直接的にホイールキャリヤ（２）と関節式に結合されている
及び／又はホイール中心の後に配置されていること、を特徴とする請求項１～１２のいず
れか１項に記載のホイールサスペンション。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、請求項１の上位概念において詳細に定義した形式による自動車用のホイール
サスペンションに関する。
【背景技術】
【０００２】
　欧州特許出願公開第０　２７８　０９５号明細書から、ホイールを軸受けするホイール
キャリヤを有する、自動車の操舵可能なホイール用のホイールサスペンションが公知であ
る。ホイールサスペンションのホイールガイドリンクによって、そのうちの１つは、サー
ボモータを介して車両のほぼ横方向に移動可能であり、更に支持バネを支持する。その内
端により、リンクは、中間レバーに枢着されている。この中間レバーは、ほぼ車両長手方
向に延在する旋回軸を中心として旋回可能に車両ボディに支承され、その下端において横
のタイロッドを介してサーボモータと結合されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】欧州特許出願公開第０　２７８　０９５号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　本発明の課題は、ホイールサスペンションのために全体として僅かな設置スペースしか
必要としないように、ホイールサスペンションを形成することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明の根底にある課題は、請求項１の特徴によって解決される。別の有利な形成は、
従属請求項及び図面からわかる。
【０００６】
　ホイールを収容するためのホイールキャリヤと、ホイールキャリヤをそのために設けら
れた構造部と関節式に結合するためのホイールガイドリンクと、ホイールを操舵するため
の操舵手段とを有する、自動車用のホイールサスペンション、特に後輪用サスペンション
を提案する。ホイールガイドリンクは、直接的に構造部と関節式に結合することができる
。しかしながら選択的に、ホイールガイドリンクは、補助フレームに関節式に取り付ける
こともでき、この補助フレームが、更にまた構造部と結合されている。操舵手段とは、ホ
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イールを、バウンド又はリバウンド時のホイールストロークによるトーリンクの形式によ
り受動的に回転させる、又は、サーボモータを介して所定の操舵角だけ能動的に回転させ
るために適した装置であると理解すべきである。操舵された状態で、ホイールは、車両長
手方向に対して、ほぼ車両高さ方向に延在するホイール側の操舵軸を中心とする正又は負
の傾斜位置を備える。
【０００７】
　ホイールサスペンションを操舵可能に形成するために、ホイールキャリヤ及びホイール
ガイドリンクは、ホイールキャリヤがホイールガイドリンク、特にトーガイドリンクに対
して操舵軸を中心として旋回可能であるように関節式に互いに結合されている。操舵軸は
、好ましくは実質的に車両高さ方向に整向されている。ホイールキャリヤは、特に第１の
結合領域でインテグラルリンクを介して間接的にホイールガイドリンクと結合されている
。これにより、有利には非常にコンパクトな操舵可能なホイールサスペンションを得るこ
とができる。従って、これにより得られる設置スペースは、ホイールサスペンションを付
加的に駆動可能に形成するために利用することができる。このため、ホイールキャリヤに
回転可能に収容されたホイールは、駆動ユニット、特にホイールハブモータと連結するこ
とができる。しかしながら選択的に、駆動すべきホイールは、駆動軸を介して間接的に駆
動ユニットと結合することもできる。駆動ユニットは、内燃機関又は電気モータとするこ
とができる。インテグラルリンクを介したホイールガイドリンクとホイールキャリヤの間
接的な連結により、ホイールサスペンションは、更に非常に安価に形成することができる
。
【０００８】
　ホイールキャリヤが、第２の結合領域で、直接的に特にボールジョイントを介してホイ
ールガイドリンクと結合されている場合が有利である。従って、第２の結合領域でホイー
ルキャリヤは、付加的なリンク支持なしで実質的に自由に旋回もしくは回転できるように
、ホイールガイドリンクと結合されている。しかしながら、第２の結合領域から間隔を置
いて第１の結合領域に配置されたインテグラルリンクは、ホイール軸を介するホイールキ
ャリヤの回転を防止する。インテグラルリンクを介して形成される第１の結合領域内の間
接的な関節式結合部と、ボールジョイントを介して形成される第１の結合領域から間隔を
置いた第２の結合領域内の直接的な関節式結合部により、ホイールキャリヤは、ホイール
ガイドリンク、特にトーインガイドリンクと、このリンクが、一方でそのために設けられ
た構造部及び／又は補助フレームに対して関節式にバウンド及びリバウンドでき、他方で
操舵運動を実施するためにホイールガイドリンクもしくは構造部に対して操舵軸を中心と
して回転できるように、関節式に結合されている。
【０００９】
　ホイール軸を中心とするホイールキャリヤの回転を回避するため、両結合領域が、互い
に特に車両長手方向に間隔を置いている場合が、更に有利である。これにより、第１の結
合領域に配置されたインテグラルリンクが支持要素として作用するので、ホイール軸を中
心とするホイールキャリヤの回転が回避される。
【００１０】
　更に、両結合領域の一方、特に第１の結合領域が、ホイール中心の後に形成され、他方
が、ホイール中心の前に形成されている場合が有利である。これにより、第１の結合領域
と第２の結合領域の間に十分大きい間隔を実現することができるので、インテグラルリン
クに作用する支持力を低減することができる。
【００１１】
　ホイールサスペンションは、インテグラルリンクが、ホイールの不操舵状態で実質的に
車両高さ方向に又は少なくとも車両高さ方向軸に対してほぼ平行に整向されている場合に
、非常にコンパクトに形成することができる。更にこれにより、正もしくは負の最大操舵
角をほぼ等しい大きさに形成することができる。
【００１２】
　本発明の有利な発展形では、インテグラルリンクが、特にその両端の一方の端部の領域
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でホイールキャリヤと、また特にその他方の端部の領域でホイールガイドリンクと、それ
ぞれピボットジョイントを介して結合されている。好ましくは、両ピボットジョイントの
回転軸が、互いに平行に及び／又は実質的に車両長手方向に整向されている。これにより
、ホイールサスペンションは、非常にコンパクトで省設置スペースに形成することができ
る。更に、操舵手段は、インテグラルリンクの操作のために車両横方向にしか移動可能に
形成する必要がないので、構造的に簡単に形成することができる。これにより、ホイール
サスペンションの製造コストを低減することができる。
【００１３】
　有利には、ホイールガイドリンクは、少なくとも部分的にラテラルリンク及び／又はト
レーリングリンクとして形成されている。従って、ホイールガイドリンクは、好ましくは
、実質的に車両横方向に延在する、及び／又は、車両長手方向でホイール中心の後、ホイ
ール中心、又はホイール中心の前に位置するラテラルリンク領域を備える。ラテラルリン
ク領域が、好ましくは車両長手方向でホイール中心の後に配置されている場合、ホイール
中心の領域に、特に全輪駆動車両の場合には、駆動手段、特にモータ及び／又はギヤユニ
ットのために十分に自由な設置スペースを得ることができる。ホイール中心及び／又はホ
イール中心の近くに、特に走行方向に配置されたラテラルリンク領域は、例えばボディも
しくは構造部に対するトレーリングリンクの結合部における横力及びモーメントのような
、ホイール横力によって惹起される負の影響を回避できる。ラテラルリンク領域により、
特にラテラルリンク領域がホイール中心の近くに配置されている場合には、十分に高いキ
ャンバー剛性を保証することができる。付加的又は選択的に、ホイールガイドリンクは、
実質的に車両長手方向に延在するトレーリングリンク領域を備える。好ましくは、ラテラ
ルリンク領域は、車両長手方向にラテラルリンク領域から始まりホイール中心の前まで延
在する。従って、トレーリングリンク領域の自由端、即ち構造部に関節式に固定するため
に設けられた端部は、車両長手方向で見てホイール中心の前に位置する。トレーリングリ
ンク領域により、有利には、生じる制動モーメント及び加速モーメントを支持することが
できる。
【００１４】
　ホイールガイドリンクが実質的にＬ字型に形成されている場合に、良好な力の分配を保
証することができる。何故なら、これにより、特にトレーリングリンク領域により、ホイ
ール縦力を良好に支持できるからである。好ましくはこの場合、ラテラルリンク領域がＬ
字型の短い脚を構成し、トレーリングリンク領域がＬ字型の長い脚を構成する。好ましく
は、Ｌ字型のホイールガイドリンクは、そのトレーリングリンク領域がラテラルリンク領
域から、特にその端部から始まり実質的に走行方向を示すように、ホイールキャリヤに対
して配置されている。
【００１５】
　有利には、第１の結合領域が、ラテラルリンク領域のホイールキャリヤ側の端部の領域
に形成されている。付加的又は選択的に、第２の結合領域が、トレーリングリンク領域の
領域に形成されている。これにより、車両の所望のトーイン特性に関する操舵軸の位置及
び向きに影響を与えることができる。従って更に、ホイールサスペンションは、非常に省
スペースに形成することができる。何故なら、インテグラルリンクも、操舵手段も、ホイ
ール中心の後に配置することができる。これにより、特に駆動されるホイールサスペンシ
ョンバリエーションの場合には、駆動装置構成要素用の設置スペースを十分に得ることが
できる。従って更に、特にステアリングロッドによって能動的に枢着される実施形態の場
合には、ステアリングロッドを移動させるアクチュエータ、好ましくはサーボモータを、
問題なく補助フレーム又は構造部に取り付けることができる。
【００１６】
　ホイールガイドのため、ホイールサスペンションが、好ましくは横力を受け止めるため
に形成されたホイールガイドラテラルリンクを備える場合が有利である。
【００１７】
　しかしながら選択的に、ホイールサスペンションは、２点支承部を有するホイールガイ
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ド横方向板バネを備えることもでき、ホイールガイド横方向板バネが、その端部の領域で
、それぞれ対応付けられたホイールキャリヤと関節式に結合されている。ホイールキャリ
ヤもしくはそのために設けられたホイールのバウンド及びリバウンドのために、横方向板
バネは、その両端の間の領域で、これら両端から間隔を置いて支承されている。好ましく
は、横方向板バネは、この領域で直接的に構造部と関節式に結合可能であるか、これに対
して選択的に補助フレームに支承され、この補助フレームが、構造部に取付け可能である
。更に、横方向板バネは、その両端の領域でそれぞれ対応付けられたホイール距離やと結
合されている。この場合、横方向板バネは、直接的又はしかしながらまたこれに対して選
択的に間接的にホイールキャリヤと連結することができる。間接的な結合の場合、横方向
板バネは、例えばホイールガイドリンクと結合することができ、このホイールガイドリン
クが、更にまたそれぞれのホイールキャリヤに関節式に固定されている。
【００１８】
　車両高さ方向で下のリンク面内に、ホイールガイドリンクが配置され、その上に位置す
る上のリンク面内に、横方向板バネもしくはこれに対して選択的にラテラルリンクが配置
されている場合が有利である。これにより、ホイールサスペンションは、非常にコンパク
トに形成することができる。更に、特に横方向板バネのバリエーションにおいて、横方向
板バネは、このような配置の場合に非常に良好に機械的及び熱的な影響から保護されてい
る。従って、例えば、普通は下のリンク面の領域に配置される排気装置は、排気装置から
間隔を置いて配置された横方向板バネへの影響を有しない。その結果、横方向板バネのた
めに、温度に敏感な材料、特に繊維強化されたプラスチックを使用することもでき、この
繊維強化されたプラスチックによって、ホイールサスペンションの重量を著しく低減する
ことができる。
【００１９】
　更に、上に位置する横方向板バネにより、ストローク及び／又はロールの範囲を著しく
拡大することができる。横方向板バネの拡大されたバネ行程に基づいて、ホイールサスペ
ンションのはるかに良好なチューニングの可能性が開ける。また、ホイールサスペンショ
ンは、このように上に位置する横方向板バネによって非常に省スペースに、簡単に及び軽
量に形成することができる。特にこの非常に省スペースの形成に基づいて、有利には、問
題なく、駆動される軸を実現することもできる。
【００２０】
　横方向板バネがホイールガイドをするように形成されている場合が、有利である。従っ
て、横方向板バネは、ホイールキャリヤによって特に車両横方向及び／又は車両長手方向
に生じる力を吸収もしくは支持できるように、それぞれのホイールキャリヤと結合するこ
とができる。横方向板バネは、その配置並びに上の位置によって実質的に上のラテラルリ
ンクとして形成されているか、もしくは実質的にその機能を引き受ける。従って有利には
、付加的なリンクを削減することができるので、これにより、ホイールサスペンションは
、簡単かつ安価に実現することができる。
【００２１】
　本発明の有利な発展形では、ホイールサスペンションが、ダブルウィッシュボーンホイ
ールサスペンションであり、好ましくは、上のラテラルリンク（アッパーアーム）が横方
向板バネによって形成されている。これにより、非常に軽量の、有利に製造及び取付け可
能なサスペンションを実現することができる。
【００２２】
　付加的なリンクを削減できるように、横方向板バネが、その両端の領域で関節式に及び
／又は直接的にそれぞれのホイールキャリヤと結合されている場合が有利である。これに
より、横方向板バネは、ホイールサスペンションのバネ作用だけでなく、付加的に少なく
とも部分的にホイールガイドも引き受ける。その結果、ホイールサスペンションの構築労
力が低減される。これに関して、関節式の結合が、ピボットジョイントによって行なわれ
、このピボットジョイントの回転軸が、好ましくは実質的に車両長手方向に整向されてい
る場合も有利である。これにより、特に車両高さ方向の横方向板バネによるホイールガイ
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ドを実現することができる。
【００２３】
　横方向板バネのガイド特性については、特に捩り剛性を有するこの板バネが、車両長手
方向に撓まず、車両高さ方向に撓むように形成されている場合が有利である。従って、横
方向板バネによって、車両高さ方向に、バネ作用も両ホイールキャリヤのガイドも行なう
ことができる。その結果、付加的な部品、特にリンクは、この課題に対して必要ない。
【００２４】
　板バネが直接的に構造部と結合されているか、第１の支承部及び第２の支承部を介して
間接的に補助フレームと結合されている場合も有利である。これにより、ストロークバネ
装置もロールバネ装置も実現することができる。従って有利には、横方向板バネによって
、付加的なスタビライザを省略することができ、これにより、ホイールサスペンションの
コスト及び構築労力を低減することができる。このようなストロークバネ装置並びにロー
ルバネ装置を保証できるように、第１の支承部及び第２の支承部が、特に、車両投げて方
向に対して平行なそれぞれ１つの回転軸を備える場合が有利である。更に、両支承部が、
好ましくは、エラストマー支承部、特にゴム支承部として形成されている、互いに間隔を
置いている、及び／又は、車両長手方向に対して対称に配置されている場合が有利である
。
【００２５】
　ラテラルリンク又は横方向板バネ及び／又はホイールガイドリンクのラテラルリンク領
域が、ホイール中心の後に及び／又は実質的に車両高さ方向に重なり合うように配置され
ている場合が有利である。従ってこの場合も、ホイールサスペンションは、非常に省設置
スペースに形成することができ、これにより、ホイール用の駆動装置は、予め構築された
駆動ユニットの形態に問題なく統合することができる。
【００２６】
　操舵軸を中心とするホイールキャリヤの操舵のために、操舵手段が、ホイールストロー
クを介する受動的操舵のためにトーリンクとして形成されている場合が有利である。これ
により、ホイールサスペンションは、非常に安価に形成することができる。しかしながら
選択的に、操舵手段は、サーボモータもしくはアクチュエータを介する能動的操舵のため
にタイロッドとして形成することもできる。この場合には、タイロッドは、その長さを変
更可能なタイロッドとして形成されている。タイロッドは、ボディに支持されてホイール
キャリヤに操舵運動を導入するために、例えば、運転動特性を検出もしくはコントロール
する制御機器を介して、所望される運転体験に応じて変更すること、もしくは、走行状況
に適合されるように変更する（短縮又は延長）ことができる。
【００２７】
　操舵手段が、特に直接的にホイールキャリヤと結合されている場合は、ホイールサスペ
ンションは、非常にコンパクトに形成することができる。従って、ホイールキャリヤへの
操舵手段の直接的な作用によって、ホイールキャリヤもしくはこれと回転可能に結合され
たホイールの操舵軸を中心とする非常に正確な操舵を行なうことができる。
【００２８】
　ホイールを駆動するために十分な取付け容積を提供できるように、操舵手段が、ホイー
ル中心の後に配置されている場合が有利である。
【００２９】
　ホイールサスペンションが、横方向板バネ又は横方向サポートを支承するための第１の
保持部、特にそのラテラルリンク領域のホイールガイドリンクを関節式に収容するための
第２の保持部、及び／又は、操舵手段を収容するための第３の保持部を有する、特に２部
材で形成された取付けサポートを備える場合が有利である。取付けサポートの２部材の形
成により、非常に迅速かつ簡単な横方向板バネの取付けを行なうことができる。有利には
、横方向板バネは、取付けサポートの両部分の間で第１の支承部と第２の支承部の領域に
挟持されている。更に、ホイールサスペンションの取付け労力は、このような取付けサポ
ートによって低減することができる。何故なら、取付けサポートは、自動車の構造部又は
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補助フレームに非常に迅速かつ簡単にモジュール式に取り付けることができるからである
。
【００３０】
　有利には、ホイールキャリヤは、駆動ユニットと結合可能である、特にホイールハブモ
ータ、電気モータ及び／又は内燃機関によって駆動可能に形成されている、及び／又は、
このような駆動ユニットと結合可能である。横方向板バネにより、付加的なリンクを削減
することができるので、このような駆動可能な解決策のために十分な設置スペースを得る
ことができる。更に設置スペースは、ホイール中心の後に配置された操舵手段及び同様に
そこに配置されたインテグラルリンクによって拡大することができる。付加的に、駆動ユ
ニットの部分、さもなければ駆動ユニットを、完全に取付けサポートに固定することもで
きる。これにより、モジュールとして形成されたホイールサスペンションの駆動ユニット
と一緒の取付け労力は、著しく低減することができる。
【００３１】
　以下で、本発明を図面に基づいて詳細に説明する。
【図面の簡単な説明】
【００３２】
【図１】ホイールガイドリック及び横方向板バネを有するホイールサスペンションの第１
の実施例
【図２】ホイールガイドリック及び横方向板バネを有するホイールサスペンションの第１
の実施例
【図３】ホイールガイドリック及び横方向板バネを有するホイールサスペンションの第１
の実施例
【図４】横方向板バネを置き換えるラテラルリンクを有するホイールサスペンションの第
２の実施例
【発明を実施するための形態】
【００３３】
　図１～３及び４は、著しく簡素化して、種々の斜視図で、ホイールサスペンション１の
２つの選択的な実施形態を示す。図示は、特に部品の結合領域を良好に理解できるように
、重要な部品に削減されている。更に図のいくつかは、アクスル領域の半分の図示だけを
示し、図示したホイールと反対側のホイールのホイールサスペンションは、同一に形成さ
れている。
【００３４】
　図１～３に図示したホイールサスペンション１の第１の実施例は、車両横方向に向かい
合うように配置された２つのホイールキャリヤ２を備え、これら両ホイールキャリヤ２の
一方だけが図示されている。ホイールキャリヤ２は、ホイール３を回転可能に支承しつつ
収容する。ホイール３もしくはホイールキャリヤ２は、ホイール３が構造部に対してバウ
ンド及びリバウンドでき、操舵軸を中心として能動的又は受動的に操舵できるように、こ
こに図示してない構造部に対して関節式に支承されている。このため、ホイールサスペン
ション１は、ホイールガイドリンク４、インテグラルリンク５及び横方向板バネ６を備え
る。更に、振動を減衰させるために、第１の実施例によればアブソーバ７が、ホイールガ
イドリンク４に作用する。
【００３５】
　ホイールガイドリンク４は、特に図１において明らかであるように、下のリンク面内に
配置されている。横方向板バネ６は、その上に位置するリンク面内に位置決めされている
。従って横方向板バネ６は、下のリンク面の領域に配置された排気装置８に対して間隔を
備える。従って有利には、横方向板バネ６は、温度に敏感な材料、特に繊維強化されたプ
ラスチックから形成することもできる。これにより、ホイールサスペンション１の重量は
、著しく低減することができる。従って、横方向板バネ６は、好ましくは、熱硬化性及び
／又は熱可塑性のマトリックス内に埋設された炭素繊維、ガラス繊維及び／又はアラミド
繊維から成る。横方向板バネ６は、この実施例ではホイールガイドをするように形成され
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ている。このため、横方向板バネ６は、捩り剛性を有するように形成されている。更に、
横方向板バネは、車両長手方向の車両縦力を受け止めるために撓まないように形成されて
いる。ホイールサスペンション１のバネ作用のために、横方向板バネ６は、車両高さ方向
に撓むように形成されている。従って横方向板バネは、従来の螺旋バネもしくは板バネ及
び従来の上のラテラルリンクの技術的作用を１つの部品に集約する。
【００３６】
　横方向板バネ６のホイールガイドは、横方向板バネ６の端部９の領域のそれぞれのホイ
ールキャリヤ２との関節式の結合によって行なわれ、横方向板バネ６は、ほぼ中心のとこ
ろを支承部１２，１３（図２参照）を介してボディに支持されている。横方向板バネ６と
ホイールキャリヤ２の間の関節式の結合部は、この実施例ではピボットジョイント１０に
よって形成されている。ピボットジョイント１０の回転軸は、実質的に車両長手方向に整
向されている。その結果、ホイールガイド横方向板バネ６は、縦力及び／又は横力を受け
止めることができる。
【００３７】
　横方向板バネ６は、その両端６－半分の図示では、これら両端６の一方だけが図示され
ている－の間の領域で、これら両端から間隔を置いて２点支承部の形態の取付けサポート
１１と結合されている。板バネ６の２点支承部は、第１の支承部１２と第２の支承部１３
を有し、それぞれの端部６は、ホイールサスペンションのバネ作用のためにバネを中心と
して旋回することができる。従って、両ホイールキャリヤ２の均等なバウンド時に、横方
向板バネ６は、ほぼＵ字型の形態を取る。この場合、横方向板バネ６は、車両の構造部を
、両支承部１２，１３を介して静止位置に押し戻す。従って横方向板バネ６は、ストロー
クバネ装置の課題を引き受ける。両ホイールキャリヤ２もしくはホイール３の一方が、よ
り強くバウンドさせられるカーブ走行の場合、横方向板バネ６は、走行方向で見てほぼＳ
字型の形態を取る。この場合も、横方向板バネ６は、車両の構造部を、両支承部１２，１
３を介して静止位置に押し戻す。従って、横方向板バネ６は、ロールバネ装置として作用
し、従って、スタビライザの課題を引き受け、スタビライザは、このホイールサスペンシ
ョンでは省略することができる。これにより、ホイールサスペンション１は、非常に軽量
に形成することができる。
【００３８】
　横方向板バネ６以外にホイールガイドリンク４も、ホイールガイドの課題を引き受ける
。ホイールガイドリンク４は、実質的にラテラルリンク成分とトレーリングリンク成分を
有する台形リンクである。従って、ホイールガイドリンク４は、実質的にＬ字型の形態を
備える。この形態は、ラテラルリンク領域１４とトレーリングリンク領域１５から構成さ
れる。トレーリングリンク領域１５は、ラテラルリンク領域から始まり実質的に車両長手
方向に延在する。ラテラルリンク領域は、これに比して車両横方向に延在する。トレーリ
ングリンク領域１５は、ラテラルリンク領域１４、特にその端部から始まり実質的に走行
方向に延在する。ホイールガイドリンク４のラテラルリンク領域１４は、車両長手方向で
ホイール中心の後に形成されている。同じことが、横方向板バネ６に当て嵌まり、横方向
板バネ６とラテラルリンク領域１４は、更に車両高さ方向に好ましくは実質的に重なり合
うように配置されている。
【００３９】
　構造部側で、ホイールガイドリンク４は、第１の及び第２のジョイント１６，１７にお
いて構造部及び／又は補助フレームと関節式に結合されている。第１の構造部側ジョイン
ト１６は、ラテラルリンク領域１４のトレーリングリンク領域とは反対側の端部の領域に
形成されている。このジョイントは、ホイールガイドリンク４をそのラテラルリンク領域
１４において取付けサポート１１と連結する。第２の構造部側ジョイント１７は、これと
は違い、トレーリングリンク領域１５のラテラルリンク領域１４とは反対側の端部の領域
でホイールガイドリンク４に形成されている。第２のジョイント１７により、ホイールガ
イドリンク４は、ここでは図示してない構造部と連結されている。
【００４０】



(10) JP 2016-525035 A 2016.8.22

10

20

30

40

50

　ホイール３のバウンド及びリバウンドのために、ホイールガイドリンク４は、更に第１
及び第２のホイール側ジョイント１８，１９においてホイールキャリヤ２と連結されてい
る。従って、ホイールキャリヤ２は、ホイールガイドリンク４によって第１及び第２の結
合領域２０，２１を備える。構造部に対するホイールキャリヤ２のバウンド及びリバウン
ドを保証できるようにするだけでなく、ホイールキャリヤ２もしくはこれと結合されたホ
イール３を付加的に操舵できるように、ホイールキャリヤ２は、第２の結合領域２１で、
は直接的に、また第１の結合領域２０では間接的にホイールガイドリンク４と連結されて
いる。ホイール３の操舵時に、ホイールキャリヤ２は、ホイールガイドリンク４に対して
操舵軸を中心として旋回される。この場合、ピボットジョイント１０と第２のホイール側
ジョイント１９の間の結合ラインは、ホイールキャリヤ２の仮想の操舵軸である。
【００４１】
　ホイールキャリヤ２とホイールガイドリンク４の間接的な連結は、第１の結合領域２０
でインテグラルリンク５によって行なわれる。インテグラルリンクは、ホイール３の非ジ
ョイント状態で実質的に垂直に整向されている。ホイールガイドリンク４側のその下の端
部により、インテグラルリンク５は、第１のホイール側ジョイント１８によって関節式に
ホイールガイドリンク４と結合されている。ホイールキャリヤ２側のその上の端部により
、インテグラルリンク５は更に、ホイールキャリヤジョイント２２を介してホイールキャ
リヤ２と連結されている。ホイールキャリヤジョイント２２と第１のホイール側ジョイン
ト１８は、それぞれピボットジョイントして形成されている。両ピボットジョイントの回
転軸は、互いに平行にかつ実質的に車両長手方向に整向されている。従って、インテグラ
ルリック５は、構造部もしくは取付けサポートに対してホイール側ジョイント１８を中心
として車両横方向に旋回可能である。この場合、ホイールキャリヤ２は、ホイールキャリ
ヤジョイント２２の領域で、構造部に向かって又は構造部から離間するように移動される
。従って、第２の結合領域２１と協働して、ホイールサスペンション１の操舵軸を中心と
するホイールキャリヤ２の操舵運動が行なわれる。
【００４２】
　このため、第２の結合領域２１は、ホイール中心の後に配置された第１の結合領域２０
とは違い、この第１の結合領域から間隔を置いてホイール中心の前に形成されている。更
に、ホイールキャリヤ２は、第２の結合領域２１でホイールガイドリンク４と、特にその
トレーリングリンク領域で直接的に第２のホイール側ジョイント１９によって結合されて
いる。第２のホイール側ジョイント１９は、この実施例ではボールジョイントとして形成
されている。従ってインテグラルリンク５なしで、ホイールキャリヤ２は、ホイール軸を
中心として回転することができる。しかしながらこのトルクは、インテグラルリック５に
よって捕らえられる。
【００４３】
　インテグラルリンク５及び第２のホイール側ジョイント１９もしくはボールジョイント
によって形成される第１及び第２の結合領域２０，２１の間接的もしくは直接的な連結は
、ホイール３のバウンド及びリバウンド時のホイールガイドリンク４に対するホイールキ
ャリヤ２の旋回運動を可能にする。更に、ホイール３は、この連結によって操舵可能に形
成されている。従って、ホイールキャリヤ２は、第１のホイール側ジョイント１８を中心
とするインテグラルリンク５の旋回によってホイールガイドリンク４に対して実質的に車
両高さ方向に整向されたホイールサスペンション１の操舵軸を中心として回転もしくは旋
回することができる。この操舵運動を制御するため、ホイールサスペンション１は、操舵
手段２３を備え、この操舵手段は、この実施例によればホイールキャリヤ２に関節式に作
用する。しかしながら選択的に、操舵手段２３は、ここに図示してない実施例において直
接的にインテグラルリンク５に、特にこのインテグラルリンクの下の端部から間隔を置い
て作用する。
【００４４】
　この実施例では、操舵手段２３が、トーリンクとして形成されている。トーリンクは、
構造部側を取付けサポート１１と、ホイール側をホイールキャリヤ２と、車両高さ方向に
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ホイールガイドリンク４から間隔を置いて関節式に結合されている。ホイール中心の後に
位置する第１のホイール側ジョイント１８は、好ましくは撓むように、特にゴム支承部と
して形成されている。ホイール中心前に位置する第２のホイール側ジョイント１９は、こ
れとは違い好ましくは撓まないように形成されている。これにより、付加的に弾性運動学
の利用を介して、ホイールストロークに関して所望のトーインを生じさせることができる
。この固有操舵特性の調整は、操舵手段２３もしくはトーリンク１７を介して行なうこと
ができる。選択的に、しかしながら操舵手段２３は、ここに図示してない実施例ではタイ
ロッドとして形成することができ、このタイロッドは、アクチュエータ、特にサーボモー
タを介して車両横方向に転向され、従ってホイールガイドリンク４に対してホイールキャ
リヤ２の操舵運動を導入する。アクチュエータは、このようなバリエーションの場合には
好ましくは取付けサポート１１に取り付けられる。
【００４５】
　図４は、ホイールサスペンション１の選択的な実施例を示す。ここでは、第１の実施例
と同じ特徴に対して同じ符号が使用される。これら特徴がもう一度詳細に検討されない限
り、その形成及び作用方式は、前で既に説明した特徴と一致する。
【００４６】
　第１の実施例とは違い、図４に図示した実施例は、上のリンク面に配置されたラテラル
リンク２４を備える。このラテラルリンクは、第１の実施例の横方向板バネ６を置換する
。更に、図４によるホイールサスペンション１は、ホイールガイドリンク４、特にそのラ
テラルリンク領域１４に作用するバネ２５を備える。更に、アブソーバ７は、バネ２５か
ら間隔を置いて取付けサポート１１内に配置されている。アブソーバ７は、偏向装置２６
を介してホイールガイドリンク４と連結されている。
【００４７】
　本発明は、図示及び説明した実施例に限定されていない。特徴が異なった実施例で図示
及び説明されている場合でも、これら特徴の組合せのような特許請求の範囲の範囲内での
変容も可能である。
【符号の説明】
【００４８】
　　１　　　ホイールサスペンション
　　２　　　ホイールキャリヤ
　　３　　　ホイール
　　４　　　ホイールガイドリンク
　　５　　　インテグラルリンク
　　６　　　横方向板バネ
　　７　　　アブソーバ
　　８　　　排気装置
　　９　　　端部
　　１０　　ピボットジョイント
　　１１　　取付けサポート
　　１２　　第１の支承部
　　１３　　第２の支承部
　　１４　　ラテラルリンク領域
　　１５　　トレーリングリンク領域
　　１６　　第１の構造部側ジョイント
　　１７　　第２の構造部側ジョイント
　　１８　　第１のホイール側ジョイント
　　１９　　第２のホイール側ジョイント
　　２０　　第１の結合領域
　　２１　　第２の結合領域
　　２２　　ホイールキャリヤジョイント
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　　２３　　操舵手段
　　２４　　ラテラルリンク
　　２５　　バネ
　　２６　　偏向装置

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】
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